
設立第１期 第２期 第３期 第４期

売上　1,100万円※ 売上　900万円 売上　900万円 売上　900万円

設立第１期 第２期 第３期 第４期

売上　1,100万円※ 売上　900万円 売上　900万円 売上　900万円

※開始６か月で売上・人件費とも1,000万円は超えていない
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８月１０日、ついに成立した改正消費税法。 

２段階で引き上げられる消費税率ばかりに注目されがちですが、今後グループ会社を設立しようとする法人 

にとっては、重要な改正も含まれています。 

従来、資本金 1,000 万円未満の新設法人の場合、設立当初２年間については、消費税の免税事業者となって 

いました。（平成２５年１月１日以後開始事業年度からは、前年の上半期の課税売上高が 1,000 万円を超える場 

合は除かれます｡） 

しかし、今般の改正により、①その新設法人の基準期間に相当する期間の課税売上高が５億円超である法人が、 

②その新設法人の資本の５０％超を直接又は親族、同族会社等を含め間接に保有する場合、設立当初２年間は 

消費税の課税事業者となるとされました。 

この改正は、平成２６年４月１日以後に設立される法人から適用になりますので、グループ法人を設立する 

計画がある法人においては、注意が必要です。 
 

「課税売上高５億円超の法人に 50％超支配される法人」の免税制度  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                （大寺） 

（竹内） 
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２０１２年 10 月 No.94

  

 「天下のご意見番・大久保彦左衛門」の屋敷跡として知られている。東京都港区白

金台にあり、敷地は１万２０００坪もある。「四方八方どこを見ても美しい」というのが名称

の由来らしい。そこで９月１５日娘の結婚式が行われた。新郎新婦が全て計画し、親は

財布を持って行くだけという最近定番の宴だった。花嫁グループの「ＡＷＡ４８のパフォ

ーマンス」、ほぼ全員が参加してくれた「高円寺の阿波踊り」と賑やかに時間が経過し、

花嫁の父が涙する余裕は無かった。 



 

 

 

６４７円から６５４円（時間額） 

「発効日」平成２４年１０月１９日より 

 
必ずチェック最低賃金！！使用者も、労働者も 
使用者は最低賃金以上の賃金を支払わなければなりません。 

                （西谷） 
 

 10 月の社会保険労務 
 

10 日 一括有期事業開始届＜概算保険料 160 万円未満：請負金額 
10 日 19,000 万円未満の工事＞（労働基準監督署） 
31 日 労働者死傷病報告書の提出＜休業４日未満７月～９月分＞ 
31 日 （労働基準監督署） 
31 日 健保・厚年の保険料納付（郵便局または銀行） 
31 日 健保印紙受払等報告書・雇保印紙保険料納付（使用）状況報告 
31 日 書提出（年金事務所・公共職業安定所） 
31 日 労働保険料の納付＜延納第２期分＞（郵便局または銀行） 
31 日 有期事業概算保険料延納額＜８月～１１月＞の納付 

 

支給事由を同一にする被用者年金の受給権を有する基礎年金受給
権者（誕生月を迎える者）現況届 
旧国民年金（老齢・通老）受給権者（誕生月を迎える者）現況届 
労災年金受給権者（７月～１２月誕生月の者）定期報告 
 

※ 社会保険労務士制度推進月間 
全国労働衛生週間（１日～７日） 
高年齢者雇用支援月間 
中小企業退職金共済制度加入促進強化月間 
健康強調月間 

  
 

◇◆◇ 個人のためのライフプランニング（２．病気やケガへのそなえ）◇◆◇ 

病気やケガがあった場合、医療費の自己負担や収入の減少などにより、生活が圧迫されるおそれがあります。 

安心して治療に専念する為、あらかじめ保障を準備しておくことをおすすめします。 
 

ポイント 
 
・病気やケガをした場合に治療のため医療機関にかかると、医療費の一部は健康保険でカバーされますが、 

医療費の自己負担分や差額ベッド代、食事代などは自分で支払わなければなりません。 

・治療が長引き仕事ができない状態が続くと、収入が減少またはストップするおそれもあります。 

・病気・ケガの保障は、「医療費用の準備」と「収入保障」の両方から考えておく必要があります。  

 

来月号では、「３．教育・結婚資金等の準備」について解説します。                （岡田） 
 

◇◆◇ 相続税の納税① ◇◆◇ 

 相続税は、相続開始から１０ヶ月以内に、申告および金銭で納付をしなければいけません。しかし、中には、 

「相続財産は不動産ばかりで納めるお金がない。」という方もいらっしゃるかもしれません。金銭で一括納税でき 

ない時は、延納や物納という制度もありますが、これらは一定の条件を満たす場合に、申告期限までに申請する 

ことにより認められるものです。 
 

１． 延納について 
    延納する場合には、担保を提供し、さらに一般的に銀行金利よりも高い利子税を負担しなければなりません。 

（一般的に銀行で借りて納付する方が負担は少なくなります。）延納が認められると、相続税を５年以内（原則） 

～２０年（最長）の分割で年払とすることができます。 
 

２． 物納について 
   物納とは、金銭の代わりに土地等の物で納めることを言います。ただし物納が認められるには以下の条件を満

たすことが必要です。 
① 延納によっても相続税を納付することが困難なとき 
② 物納適格財産であること（質権や抵当権が付いている財産は認められていません。） 
③ 物納許可財産であること 
物納できる財産は、相続が発生したときに相続したもので、かつ日本国内の財産に限られます。また、物納で

きる財産には優先順位があり、上位順位から優先的に物納することが定められています。 
・第１順位・・・国債、地方債、不動産および船舶 
・第２順位・・・社債、株式、証券投資信託や貸付信託の受益証券 
・第３順位・・・動産（自動車や家具など） 
 

次回は、相続人が困らないようにするための、具体的な納税資金対策について、考えてみましょう。  （坂田） 



 

◇◆◇ 自由診療の計上基準 ◇◆◇ 

売上は金銭の収受とは関係なく、診療を行った日をもって計上します。役務の提供 (健診・予防接種等) が完了し

た時点で収益を計上（発生主義）するべきであり、入金の時点をもって収益を計上（現金主義）するのは正しい収

益の認識とはならないからです。 

 

例えば、市町村・医師会等からの健診・予防接種収入や自賠責収入ですが、これらは診療した日から入金までに

時間がかかります。そのため売上を現金主義に基づいて計上すると、収入に漏れが生じ、意図的にではないにせよ、

売上を少なく計上してしまう可能性があります (参考:期中を現金主義で計上している場合でも、期末時点で未収額

を計上すれば漏れは生じません)。 

 

税務調査等で、意図的に大きな売上除外が発見された場合は、修正申告による 

追加納税はもちろん重加算税の対象にもなります。 

 

                               （田中） 

 

◇◆◇ 包括利益とは？② ◇◆◇ 

 今回は、「包括利益」の位置づけについてご説明します。本当にわかりにくい＆上場会社以外、当面は適用義務の

ない話題ですのでご注意ください…。 

先月ご説明した通り包括利益とは、会計上の純利益に土地や有価証券の未実現利益（損失）のうち純利益に反映

されていないものを加算した利益概念を指します（逆に言えば、純資産の増減のうち、株主等との取引（増減資等）

を除いた増減総額）。 

 では、従来の会計上の利益（当期純利益）が包括利益に交代してしまうのでしょうか？ 

 

「包括利益の表示の導入は、包括利益を企業活動に関する最も重要な指標として位置づけることを意味するもの

ではなく、当期純利益に関する情報と併せて利用することにより、企業活動の成果についての情報の全体的な有用

性を高めることを目的とするものである。本会計基準は、市場関係者から広く認められている当期純利益に関する

情報の有用性を前提としており、包括利益の表示によってその重要性を低めることを意図するものではない。」（「包

括利益の表示に関する会計基準」2010 年 6 月 30 日） 

 

要するに、当期純利益も今まで通り重要視するけれども、補完的情報として包括利益も表示してください、とい

うことです。 

 

来月は、包括利益がどのように当期純利益を補完するのか？についてご説明します。 

 

                               （渡邊） 

 

◇◆◇ 建設業許可⑧ ◇◆◇ 

 前月号に引き続き、建設業許可を受ける要件の１つとして「欠格要件等」があります。 

下記に掲げる欠格要件等のいずれかに該当する場合は、許可を受けられません。 

 

① 建設業許可申請書又はその添付書類の中に重要な事項について虚偽の記載があり、 

又は重要な事実の記載が欠けているとき。 

 

② 法人にあっては法人・役員等、個人にあっては事業主等が次のいずれかの要件に該当するとき。 

 ・成年被後見人、被保佐人又は破産者で復権を得ない者 

 ・不正の行為により建設業の許可を取り消されて５年を経過しない者 

   （許可の取消を免れるために廃業届を提出した者で、提出した日から５年を経過していない者） 

 ・建設業の営業停止を命じられ、その停止期間が経過しない者 

・禁固以上の刑に処せられた者、建設業法等に違反して罰金以上の刑に処せられた者について、 

その刑の執行が終わり、又は刑の執行を受けることがなくなった日から５年を経過しない者 

 

                                              （待田） 



当文書に掲載された記事の無断での使用・転載・引用などは一切禁止しております。内容には万全を期

していますがその内容を保証するものではありません。万一、当文書の情報に基づいて損害を被った場合

についても、一切責任を負いかねます。また特定の商品を奨励または中傷するものではありません。 

 

10 月 の 税 務  
 

1 特別農業所得者への予定納税基準額等の通知 
通知期限･･･１０月１５日 

2 個人の道府県民税及び市町村民税の納付（第３期分） 
納期限･･･１０月中において市町村の条例で定める日 

3 ９月分の源泉所得税・住民税の特別徴収税額の納付 
納期限･･･１０月１０日 

4 ８月決算法人の確定申告＜法人税・消費税・地方消費税・法人事業
税・（法人事業所税）・法人住民税＞ 
申告期限･･･１０月３１日 

5 ２月、５月、８月、１１月決算法人の３月ごとの期間短縮に係る確定申告
＜消費税・地方消費税＞ 
申告期限･･･１０月３１日 

 

6 法人・個人事業者の１月ごとの期間短縮に係る確定申告＜消費税・地
方消費税＞ 
申告期限･･･１０月３１日 

7 ２月決算法人の中間申告＜法人税・消費税・地方消費税・法人事業
税・法人住民税＞（半期分） 
申告期限･･･１０月３１日 

8 消費税の年税額が 400 万円超の２月、５月、１１月決算法人の３月ごと
の中間申告＜消費税・地方消費税＞ 
申告期限･･･１０月３１日 

9 消費税の年税額が 4,800 万円超の７月、８月決算法人を除く法人・個
人事業者の１月ごとの中間申告（６月決算法人は２ヵ月分）＜消費税・
地方消費税＞ 
申告期限･･･１０月３１日 

 
 
研修会・懇親会 

   好評のうち終了しました！！ 
 
＜ 講師のご紹介 ＞ 

 

 

 
 
 
 
社会保険労務士･キャリアカウンセラー  

貫場 恵子氏 

さくら税理士法人  

公認会計士 渡邊  功 

株式会社いろどり  

代表取締役 横石 知二氏 

＜ 研修会の様子 ＞         ＜ 懇親会の様子 ＞ ハワイアンバンド『徳島サンセットクルーズ』 

 
 
 
 
 
 
 
 

インターンシップ【９／１０ ＵＰ】                         「さくらのＢＬＯＧ」紹介 
 
当事務所では、毎年インターンシップの受入れをしております。 
９月３日より１週間、四国大学の学生(女子)が研修生として勉強に来られました。 
最終日に、感想をいただきましたので、ご紹介させていただきます。 
 

９月３日から７日まで、インタ－ンシップとして研修をさせていただきました。 
 
研修初日は、「怖い人たちばかりだったらどうしよう」などと不安ばかりでしたが、いざ一歩足を踏み入れてみると 

事務所の人たちはとても優しく明るい人ばかりで、そんな不安も一気になくなりました！！！ 
事務所の皆様には、本当に良くしていただき感謝の気持ちでいっぱいです。  
５日間という短い期間でしたが、様々な仕事を体験し、今後の為になる話もたくさん聞くことができました。 

研修中、自転車での通勤は少し大変でしたが運動するいい機会にもなりました！ 
毎日とても楽しく研修を行うことができ、とても充実したインタ－ンシップになりました。 

本当にお世話になりました。  
ここで学んだことを活かして、これから就職活動に向け、頑張りたいと思います！ 
ありがとうございました！！！                                 M.E（研修生） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

さくら通信をご覧になって、ご意見ご感想がございましたら、 

お電話･FAX･ﾒｰﾙ等でご連絡下さい。  
                         

                         

                         

                       

さくら税理士法人 

さくら社会保険労務士法人 

労働保険事務組合 徳島県労務能率協会                   

〒770-0025 徳島市佐古五番町２番５号 
ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞｱﾄﾞﾚｽ ：http://www.skr39.co.jp/ 

Ｅﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ   ：kimutake@js4.so-net.ne.jp      

TEL：０８８－６２５－２５５６      

FAX：０８８－６５４－１１８１ 

 

ご参加いただきました皆様、ありがとうございました。 

次回のご参加も、役職員一同心よりお待ちしております。 


